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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】無限軌道式機械の負荷性能表示装置を提供する
。
【解決手段】支持構造と、支持構造に結合された転輪フ
レームアセンブリ１５２と、支持構造に結合された機械
本体と、を有する無限軌道式機械の電子制御システムで
あって、転輪フレームアセンブリ１５２に結合され、支
持構造に対する一つの転輪フレームアセンブリ１５２の
横位置を検出するように構成された横位置センサと、機
械本体に結合され、支持構造に対する機械本体の角度位
置を検出するように構成された角度位置センサと、転輪
フレームアセンブリ１５２の検出した横位置及び機械本
体の検出した角度位置に基づいて無限軌道式機械のパラ
メータを決定し、検出した横位置は、機械本体に対する
転輪フレームアセンブリの非対称な位置決めを表し、無
限軌道式機械のパラメータに基づくフィードバックを提
供するプロセッサと、を含む電子制御システム。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持構造と、前記支持構造に結合された少なくとも一つの転輪フレームアセンブリと、
前記支持構造に結合された機械本体と、を有する無限軌道式機械の電子制御システムであ
って、
　前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリに結合され、前記支持構造に対する前記
少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置を検出するように構成された横位置セ
ンサと、
　前記機械本体に結合され、前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置を検出するよ
うに構成された角度位置センサと、
　前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの検出した横位置及び前記機械本体の検
出した角度位置に基づいて前記無限軌道式機械のパラメータを決定し、検出した横位置は
、前記機械本体に対する前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの非対称な位置決
めを表し、前記無限軌道式機械のパラメータに基づくフィードバックを提供するように構
成されたプロセッサと、
　を備える電子制御システム。
【請求項２】
　前記無限軌道式機械の動作に関連した複数の負荷テーブルを格納するメモリと、
　前記メモリ及び前記プロセッサに結合された表示装置と、を更に備え、
　前記プロセッサは、前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの検出した横位置及
び前記機械本体の検出した角度位置に基づいて前記メモリに格納された前記複数の負荷テ
ーブルから一つの負荷テーブルを選択することによって前記パラメータを決定し、選択し
た負荷テーブルを前記表示装置に表示することによって前記パラメータに基づくフィード
バックを提供するように構成された請求項１に記載の電子制御システム。
【請求項３】
　前記プロセッサは、
　前記パラメータ及び前記無限軌道式機械によって実行される現在の動作に基づいて警報
を鳴らすことと、
　前記パラメータ及び前記無限軌道式機械によって実行される現在の動作に基づいてイン
ジケータを表示することの一つ以上によって前記パラメータに基づくフィードバックを提
供するように構成された請求項１に記載の電子制御システム。
【請求項４】
　前記プロセッサは、
　前記角度位置センサによって、前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置の変化を
検出し、
　前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置の変化及び前記少なくとも一つの転輪フ
レームアセンブリの検出した横位置に基づいて前記無限軌道式機械の更新されたパラメー
タを決定し、
　前記無限軌道式機械の前記更新されたパラメータに基づくフィードバックを提供するよ
うに更に構成された請求項１に記載の電子制御システム。
【請求項５】
　前記プロセッサは、
　前記横位置センサによって、前記支持構造に対する前記機械本体の横位置の変化を検出
し、
　前記支持構造に対する前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置の変化及
び前記支持構造に対する前記機械本体の検出した角度位置に基づいて前記無限軌道式機械
の更新されたパラメータを決定し、
　前記無限軌道式機械の前記更新されたパラメータに基づくフィードバックを提供するよ
うに更に構成された請求項１に記載の電子制御システム。
【請求項６】
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　前記プロセッサは、前記無限軌道式機械のパラメータに基づく動作を実行するために、
前記機械本体の角度位置、前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置及び前
記無限軌道式機械の係合器具を制御するように更に構成された請求項１に記載の電子制御
システム。
【請求項７】
　前記プロセッサは、オペレータが要求した前記無限軌道式機械のパラメータに基づく動
作を阻止するために、前記機械本体の角度位置、前記少なくとも一つの転輪フレームアセ
ンブリの横位置及び前記無限軌道式機械の係合器具を制御するように更に構成された請求
項１に記載の電子制御システム。
【請求項８】
　支持構造と、
　前記支持構造に結合された少なくとも一つの転輪フレームアセンブリと、
　前記支持構造に結合された機械本体と、
　電子制御システムと、
　を備える無限軌道式機械であって、前記電子制御システムは、
　前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリに結合され、前記支持構造に対する前記
少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置を検出するように構成された横位置セ
ンサと、
　前記機械本体に結合され、前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置を検出するよ
うに構成された角度位置センサと、
　前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの検出した横位置及び前記機械本体の検
出した角度位置に基づいて前記無限軌道式機械のパラメータを決定し、検出した横位置は
、前記機械本体に対する前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの非対称な位置決
めを表し、前記無限軌道式機械のパラメータに基づくフィードバックを提供するように構
成されたプロセッサと、
　を備える無限軌道式機械。
【請求項９】
　電子制御システムは、
　前記無限軌道式機械の動作に関連した複数の負荷テーブルを格納するメモリと、
　前記メモリ及び前記プロセッサに結合された表示装置と、を更に備え、
　前記プロセッサは、前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの検出した横位置及
び前記機械本体の検出した角度位置に基づいて前記メモリに格納された前記複数の負荷テ
ーブルから一つの負荷テーブルを選択することによって前記パラメータを決定し、選択し
た負荷テーブルを前記表示装置に表示することによって前記パラメータに基づくフィード
バックを提供するように構成されている請求項８に記載の無限軌道式機械。
【請求項１０】
　前記プロセッサは、
　前記パラメータ及び前記無限軌道式機械によって実行される現在の動作に基づいて警報
を鳴らすことと、
　前記パラメータ及び前記無限軌道式機械によって実行される現在の動作に基づいてイン
ジケータを表示することの一つ以上によって前記パラメータに基づくフィードバックを提
供するように構成されている請求項８に記載の無限軌道式機械。
【請求項１１】
　前記プロセッサは、
　前記角度位置センサによって、前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置の変化を
検出し、
　前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置の変化及び前記少なくとも一つの転輪フ
レームアセンブリの検出した横位置に基づいて前記無限軌道式機械の更新されたパラメー
タを決定し、
　前記無限軌道式機械の前記更新されたパラメータに基づくフィードバックを提供するよ
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うに更に構成されている請求項８に記載の無限軌道式機械。
【請求項１２】
　前記プロセッサは、
　前記横位置センサによって、前記支持構造に対する前記機械本体の横位置の変化を検出
し、
　前記支持構造に対する前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置の変化及
び前記支持構造に対する前記機械本体の検出した角度位置に基づいて前記無限軌道式機械
の更新されたパラメータを決定し、
　前記無限軌道式機械の前記更新されたパラメータに基づくフィードバックを提供するよ
うに更に構成されている請求項８に記載の無限軌道式機械。
【請求項１３】
　前記プロセッサは、前記無限軌道式機械のパラメータに基づく動作を実行するために、
前記機械本体の角度位置、前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置及び前
記無限軌道式機械の係合器具を制御するように更に構成されている請求項８に記載の無限
軌道式機械。
【請求項１４】
　前記プロセッサは、オペレータが要求した前記無限軌道式機械のパラメータに基づく動
作を阻止するために、前記機械本体の角度位置、前記少なくとも一つの転輪フレームアセ
ンブリの横位置及び前記無限軌道式機械の係合器具を制御するように更に構成されている
請求項８に記載の無限軌道式機械。
【請求項１５】
　支持構造と、前記支持構造に結合された少なくとも一つの転輪フレームアセンブリと、
前記支持構造に結合された機械本体と、を有する無限軌道式機械を制御する方法であって
、
　前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリに結合された横位置センサによって、前
記支持構造に対する前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置を検出するこ
とと、
　前記機械本体に結合された角度位置センサによって、前記支持構造に対する前記機械本
体の角度位置を検出することと、
　コンピュータデバイスによって、前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの検出
した横位置及び前記機械本体の検出した角度位置に基づいて前記無限軌道式機械のパラメ
ータを決定し、検出した横位置は、前記機械本体に対する前記少なくとも一つの転輪フレ
ームアセンブリの非対称な位置決めを表すことと、
　前記無限軌道式機械のパラメータに基づくフィードバックを提供することと、
　を備える方法。
【請求項１６】
　前記無限軌道式機械の動作に関連した複数の負荷テーブルをメモリに格納することを更
に備え、
　前記パラメータを決定することは、前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの検
出した横位置及び前記機械本体の検出した角度位置に基づいて前記メモリに格納された前
記複数の負荷テーブルから一つの負荷テーブルを選択することを備え、
　前記パラメータに基づくフィードバックを提供することは、選択した負荷テーブルを前
記表示装置に表示することを備える請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　前記パラメータに基づくフィードバックを提供することは、
　前記パラメータ及び前記無限軌道式機械によって実行される現在の動作に基づいて警報
を鳴らすことと、
　前記パラメータ及び前記無限軌道式機械によって実行される現在の動作に基づいてイン
ジケータを表示することの一つ以上を備える請求項１５に記載の方法。
【請求項１８】
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　前記角度位置センサによって、前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置の変化を
検出することと、
　前記支持構造に対する前記機械本体の角度位置の変化及び前記少なくとも一つの転輪フ
レームアセンブリの検出した横位置に基づいて前記無限軌道式機械の更新されたパラメー
タを決定することと、
　前記無限軌道式機械の前記更新されたパラメータに基づくフィードバックを提供するこ
とと、
　を更に備える請求項１５に記載の方法。
【請求項１９】
　前記横位置センサによって、前記支持構造に対する前記機械本体の横位置の変化を検出
することと、
　前記支持構造に対する前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置の変化及
び前記支持構造に対する前記機械本体の検出した角度位置に基づいて前記無限軌道式機械
の更新されたパラメータを決定することと、
　前記無限軌道式機械の前記更新されたパラメータに基づくフィードバックを提供するこ
とと、
　を更に備える請求項１５に記載の方法。
【請求項２０】
　オペレータが要求した前記無限軌道式機械のパラメータに基づく動作を阻止するために
、前記機械本体の角度位置、前記少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置及び
前記無限軌道式機械の係合器具を制御することを更に備える請求項１５に記載の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、一般的には、履帯（ｔｒａｃｋ　ｃｒａｗｌｅｒ）システムに関連し、更に
詳しくは、非対称に位置決めされた無限軌道（ｔｒａｃｋｓ）で動作するとともに検出さ
れた無限軌道位置に応じて負荷制限を調整するように構成されている履帯システムを対象
とする。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００２】
　軌道車両又は無限軌道式機械を、産業機器が要求されることがあるアスファルト、コン
クリート、土、泥、砂利又は他の任意の地形を含む多様な地形における多様な建設、採鉱
及び他の産業用途で用いることができる。従来の無限軌道式機械システムにおいて、無限
軌道式機械の安定性は、無限軌道の幅が広くなるに従って無限軌道式機械が安定になるよ
うに無限軌道の幅に直接関連する。しかしながら、無限軌道の幅が広くなると、一部の従
来の無限軌道式機械による狭いエリアへのアクセスが妨げられることがある。これらの要
因を調和させるために、一部の従来の無限軌道式機械は、安定性を向上させるために広げ
ることができる又はアクセスを向上させるために狭めることができる調整可能な幅の無限
軌道を有することができる。さらに、一部の従来のシステムによって、無限軌道を従来の
無限軌道式機械の一方の側で延伸させるとともに他方の側で後退させることができるよう
に無限軌道を非対称に調整することができる。しかしながら、吊り上げ動作中の非対称に
配置された無限軌道に対する機械の本体の回転又は無限軌道それ自体の再配置によって機
械の安定性が変わるおそれがある。機械の安定性が変わると、安全な負荷吊り上げパラメ
ータが変化するおそれがあり、機械のオペレータは、負荷吊り上げパラメータがどのよう
に変化したか気付かないことがある。オペレータは、負荷吊り上げパラメータがどのよう
に変化したか気付かない場合、安全な釣り上げの許容範囲の超過又は不安定な位置への回
転のような無限軌道の傾き（ｔｉｐｐｉｎｇ）又は不具合が生じうる動作をうっかり行う
ことがある。
【課題を解決するための手段】
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【０００３】
　本開示の態様は、支持構造と、支持構造に結合された少なくとも一つの転輪フレームア
センブリと、支持構造に結合された機械本体と、を有する無限軌道式機械の電子制御シス
テムを含んでもよい。電子制御システムは、少なくとも一つの転輪フレームアセンブリに
結合され、支持構造に対する少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置を検出す
るように構成された横位置センサと、機械本体に結合され、支持構造に対する機械本体の
角度位置を検出するように構成された角度位置センサと、少なくとも一つの転輪フレーム
アセンブリの検出した横位置及び機械本体の検出した角度位置に基づいて無限軌道式機械
のパラメータを決定し、検出した横位置は、機械本体に対する少なくとも一つの転輪フレ
ームアセンブリの非対称な位置決めを表し、無限軌道式機械のパラメータに基づくフィー
ドバックを提供するプロセッサと、を含んでもよい。
【０００４】
　本開示の他の態様は、無限軌道式機械を含んでもよい。無限軌道式機械は、支持構造と
、支持構造に結合された少なくとも一つの転輪フレームアセンブリと、支持構造に結合さ
れた機械本体と、電子制御システムと、を含んでもよい。電子制御システムは、少なくと
も一つの転輪フレームアセンブリに結合され、支持構造に対する少なくとも一つの転輪フ
レームアセンブリの横位置を検出するように構成された横位置センサと、機械本体に結合
され、支持構造に対する機械本体の角度位置を検出するように構成された角度位置センサ
と、プロセッサと、を含んでもよい。プロセッサを、少なくとも一つの転輪フレームアセ
ンブリの検出した横位置及び機械本体の検出した角度位置に基づいて無限軌道式機械のパ
ラメータを決定し、検出した横位置は、機械本体に対する少なくとも一つの転輪フレーム
アセンブリの非対称な位置決めを表し、無限軌道式機械のパラメータに基づくフィードバ
ックを提供するように構成されてもよい。
【０００５】
　本開示の他の態様は、無限軌道式機械を制御する方法を含んでもよい。無限軌道式機械
は、支持構造と、支持構造に結合された少なくとも一つの転輪フレームアセンブリと、支
持構造に結合された機械本体と、を有してもよい。方法は、少なくとも一つの転輪フレー
ムアセンブリに結合された横位置センサによって、支持構造に対する少なくとも一つの転
輪フレームアセンブリの横位置を検出することと、機械本体に結合された角度位置センサ
によって、支持構造に対する機械本体の角度位置を検出することと、コンピュータ装置に
よって、少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの検出した横位置及び機械本体の検出
した角度位置に基づいて無限軌道式機械のパラメータを決定し、検出した横位置は、機械
本体に対する少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの非対称な位置決めを表すことと
、無限軌道式機械のパラメータに基づくフィードバックを提供することと、を含んでもよ
い。
【０００６】
　本開示の他の態様は、無限軌道式機械を含んでもよい。無限軌道式機械は、支持構造と
、支持構造に結合された少なくとも一つの転輪フレームアセンブリと、支持構造に結合さ
れた機械本体と、電子制御システムと、を含んでもよい。電子制御システムは、支持構造
に対する少なくとも一つの転輪フレームアセンブリの横位置を検出する手段と、支持構造
に対する機械本体の角度位置を検出する手段と、少なくとも一つの転輪フレームアセンブ
リの検出した横位置及び機械本体の検出した角度位置に基づいて無限軌道式機械のパラメ
ータを決定し、検出した横位置は、機械本体に対する少なくとも一つの転輪フレームアセ
ンブリの非対称な位置決めを表す手段と、無限軌道式機械のパラメータに基づくフィード
バックを提供する手段と、を含んでもよい。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本願の例示的な実現による車台無限軌道装置を含む無限軌道式機械の側面図であ
る。
【図２】本願の例示的な実現による車台無限軌道装置を含む無限軌道式機械の正面図であ
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る。
【図３Ａ】本願の例示的な実現による第１の形態の一対の輪転フレームアセンブリの関連
の非対称な位置の動作領域の線形的な表現である。
【図３Ｂ】本願の例示的な実現による第１の形態の一対の輪転フレームアセンブリの関連
の非対称な位置の動作領域の線形的な表現である。
【図４Ａ】本願の例示的な実現による第２の形態の一対の輪転フレームアセンブリの関連
の非対称な位置の動作領域の線形的な表現である。
【図４Ｂ】本願の例示的な実現による第２の形態の一対の輪転フレームアセンブリの関連
の非対称な位置の動作領域の線形的な表現である。
【図５Ａ】本願の例示的な実現による第３の形態の一対の輪転フレームアセンブリの関連
の非対称な位置の動作領域の線形的な表現である。
【図５Ｂ】本願の例示的な実現による第３の形態の一対の輪転フレームアセンブリの関連
の非対称な位置の動作領域の線形的な表現である。
【図６】本願の例示的な実現による無限軌道式機械を制御する手順のフローチャートを示
す。
【図７】本願の例示的な実現による無限軌道式機械の電子制御システムの例示的なコンピ
ュータ環境７００を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下の詳細な説明は、本願の図面及び例示的な実現の更なる詳細を提供する。図面間の
重複する素子の参照番号及び説明を、明瞭のために省略する。説明の全体に亘って用いる
用語は、例として提供し、限定することを意図するものではない。例えば、用語「自動的
」の使用は、本願の実現を実行する当業者の所望する実現に応じて、実現の所定の態様の
ユーザ又はオペレータの制御を含む完全に自動的な又は半自動的な実現を含むことができ
る。
【０００９】
　一部の例示的な実現において、電子制御システムは、無限軌道式機械の軌道フレームア
センブリの位置及び軌道フレームアセンブリに対する機械本体の位置を検知することがで
きる。検知した軌道フレームアセンブリの位置及び機械本体の位置に基づいて、電子制御
システムは、無限軌道式機械の負荷性能パラメータを決定することができるとともに決定
された負荷性能パラメータに基づいてオペレータにフィードバックを提供することができ
る。一部の例示的な実現において、オペレータは、無限軌道式機械のどの動作を安全に実
行することができるか及びどの動作を安全に実行することができないかを、電子制御シス
テムから提供されたフィードバックに基づいて決定することができる。
【００１０】
　図１は、車台無限軌道装置１０５を含む無限軌道式機械１００の側面図である。図２は
、本願の例示的な実現による車台無限軌道装置１０５を含む無限軌道式機械１００の正面
図である。用語「機械（ｍａｃｈｉｎｅ）」は、油圧採鉱シャベル（ｈｙｄｒａｕｌｉｃ
　ｍｉｎｉｎｇ　ｓｈｏｖｅｌ）、吊り上げクレーン、採掘機、トラック型トラクタ（ブ
ルドーザ）、ケーブルシャベル、ドラグライン等のような採鉱若しくは建設のような産業
又は従来既知の他の産業に関連する何らかの動作を実行するがそれに限定されないあらゆ
る機械を意味する。図示した実施の形態において、無限軌道式機械１００は、トラック型
ブームクレーン（ｔｒａｃｋ－ｔｙｐｅ　ｂｏｏｍ　ｃｒａｎｅ）である。
【００１１】
　無限軌道式機械１００は、機械本体１１０と、一つ以上の油圧装置１１５と、一つ以上
の係合器具（ｅｎｇａｇｉｎｇ　ｉｍｐｌｅｍｅｎｔｓ）１２０と、車台構造１２５と、
を含んでもよい。機械本体１１０は、マシンオペレータを収容する運転室１３０を任意に
含んでもよい。マシンオペレータがあらゆる適切な用途に対する係合器具１２０の操作及
び関連付け（ａｒｔｉｃｕｌａｔｅ）ができるようにするとともに動作読出し情報（ｐｅ
ｒｆｏｒｍａｎｃｅ　ｒｅａｄｏｕｔ）をオペレータに提供するように適合させることが
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できる電子制御システム１３５を運転室１３０に収容することができる。後に説明するよ
うに、電子制御システム１３５は、後に説明する図７のコンピュータ装置７０５のような
コンピュータ装置を含んでもよい。
【００１２】
　オペレータを収容する運転室１３０を機械本体１１０の上に示すが、本願の例示的な実
現は、運転室を有すること又は無限軌道式機械１００のオペレータによって直接操作させ
る必要がない。例えば、本願の一部の例示的な実現を、無限軌道式機械１００に直接乗ら
ないオペレータによって遠隔的に操作してもよい。遠隔のオペレータは、無限軌道式機械
１００と同一の通常領域にいてもよい又は遠い距離離れて存在してもよい。一部の実施の
形態において、電子制御システム１３５は、無線周波数通信、移動体通信、有線通信又は
当業者に明らかな他の任意のタイプの遠隔制御による無限軌道式機械１００の制御を可能
にしてもよい。
【００１３】
　油圧装置１１５は、機械本体１１０の一端に接続するとともに反対側の遠位端で係合器
具１２０を支持してもよい。図示したように、係合器具１２０を、張力線（ｔｅｎｓｉｏ
ｎ　ｌｉｎｅ）１４６の上に搭載された取り付け器具１４４を有する取り付け装置１４２
を備える釣り上げブーム（ｌｉｆｔｉｎｇ　ｂｏｏｍ）１４０としてもよい。張力線１４
６は、運転室１３０の後方に搭載された巻き上げ装置１４８に巻き付いている。例示的な
実現は、この構成に限定されず、巻き上げ装置１４８を、当業者に明らかなように位置を
変えてもよい。係合器具１２０は、リフティングブーム１４０に限定されず、オペレータ
を昇降するバケットブーム（ｂｕｃｋｅｔ　ｂｏｏｍ）、バックホー器具又は当業者に明
らかな器具を含む当業者に明らかなあらゆるタイプの係合器具１２０であってもよい。
【００１４】
　車台構造１２５は、支持構造１５０と、車台無限軌道装置１０５とを含んでもよい。支
持構造１５０は、車台無限軌道装置１０５を機械本体１１０に接続してもよく、車台無限
軌道装置１０５を支持してもよい。
【００１５】
　車台無限軌道装置１０５は、転輪フレームアセンブリ１５２と、車台構造１２５の各側
の関連の軌道チェーンアセンブリ１５４とを含んでもよい。一つのみの転輪フレームアセ
ンブリ１５２及び一つのみの軌道チェーンアセンブリ１５４が図１に見えるのがわかる。
【００１６】
　無限軌道式機械１００は、（図１において）運転室１３０の後方に存在する（とともに
図２において運転室１３０に隣接する）機械本体１１０に搭載された動力源１５６も含ん
でもよい。動力源１５６は、油圧装置１１５、係合器具１２０、電子制御システム１３５
、車台無限軌道装置１０５又は当業者に明らかな他の任意の装置に動力を供給することが
できる。動力源１５６を、ディーゼルエンジン、ガソリンエンジン、ガス燃料エンジン又
は従来既知の他のタイプの燃焼エンジンのようなエンジンとしてもよい。動力源１５６を
、燃料電池、蓄電素子又は当業者に明らかな他の動力源のような非燃焼エンジンとしても
よい。動力源１５６は、係合器具１２０を動かすために空油変換される機械力又は電力を
生成することができる。
【００１７】
　各転輪フレームアセンブリ１５２は、一つ以上の遊動輪１５８と、駆動鎖歯車１６０と
、転輪アセンブリ１６２と、を含んでもよい。図示した実施の形態において、遊動輪１５
８は、支持構造１５０の一端に結合され、駆動鎖歯車１６０は、支持構造１５０の反対端
に結合される。他の実施の形態において、一対の遊動輪１５８を支持構造１５０に結合す
るとともに駆動鎖歯車１６０を遊動輪１５８の一つに隣接させてもよい。
【００１８】
　駆動鎖歯車１６０を、無限軌道式機械１００の動力源１５６によって順方向及び逆方向
に動かすことができる。一部の実施の形態において、駆動鎖歯車１６０を、終減速機構に
よって無限軌道式機械１００のエンジンに結合してもよい。駆動鎖歯車１６０は、無限軌
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道式機械１００を動かすために軌道チェーンアセンブリ１５４を駆動する。
【００１９】
　転輪アセンブリ１６２を、支持構造１５０の両端の間及び少なくとも部分的に支持構造
１５０の下に配置してもよい。図示した実施の形態において、転輪アセンブリ１６２を、
遊動輪１５８と駆動鎖歯車１６０との間に配置する。他の実施の形態において、転輪アセ
ンブリ１６２を、一対の遊動輪１５８の間に配置する。転輪アセンブリ１６２は、支持構
造１５０の前端で遊動輪１５８に隣接して配置してもよい前輪アセンブリ１６４と、支持
構造１５０の後端で駆動鎖歯車１６０に隣接して配置してもよい後輪アセンブリ１６６と
を含んでもよい。遊動輪１５８及び転輪アセンブリ１６２／１６４／１６６を、支持構造
１５０を囲む軌道チェーンアセンブリ１５４をガイドするように構成してもよい。
【００２０】
　実施の形態において、各軌道チェーンアセンブリ１５４は、閉じたチェーン（ｃｌｏｓ
ｅｄ　ｃｈａｉｎ）を形成するために相互接続された（ｉｎｔｅｒ－ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ
　ａｎｄ　ｌｉｎｋｅｄ　ｔｏｇｅｔｈｅｒ）（番号を付さない）軌道リンクを含んでも
よい。図示した実施の形態において、軌道リンクは、例えば、締め具によって路面走行シ
ュー（ｇｒｏｕｎｄ　ｅｎｇａｇｉｎｇ　ｓｈｏｅｓ）１６８に接続される。路面走行シ
ュー１６８又は路面走行部を、重複するように構成してもよい。他の実施の形態において
、各軌道チェーンアセンブリ１５４は、相互接続された軌道パッドを含む。軌道パッドは
、一体的に鋳造又は鍛造された軌道リンク及び路面走行シューを含んでもよい。
【００２１】
　図示したように、機械本体１１０を、回転機構１７０によって支持構造１５０に接続し
てもよい。さらに、支持構造１５０は、図２に示すような機械本体１１０の支持基盤を形
成するために車台無限軌道装置１０５の二つの転輪フレームアセンブリ１５２を接続して
もよい。一部の例示的な実現において、回転機構１７０を、機械本体１１０が車台無限軌
道装置１０５に対して回転できるように油圧回転型アクチュエータとしてもよい。しかし
ながら、回転機構１７０は、この構成に限定されるものではなく、支持構造１５０と機械
本体１１０との間の相対的な回転を可能にする任意の機構としてもよい。
【００２２】
　一部の例示的な実現において、回転機構１７０を、機械本体１１０と支持構造１５０と
の間の相対位置を検出する角度位置センサ１７２に接続してもよい。角度位置センサ１７
２からの情報を、係合器具１２０の性能パラメータを設定及び調整するとともに電子制御
システム１３５にフィードバックを提供するのに用いてもよい。
【００２３】
　車台構造１２５は、支持構造１５０に対する輪転フレームアセンブリ１５２の横方向の
動きを可能にするために支持構造１５０を輪転フレームアセンブリ１５２に接続する一つ
以上のアクチュエータ１７４を含んでもよい。一部の例示的な実現において、一つ以上の
アクチュエータを、後に説明するように図３Ａ～５Ｂに示すような支持構造１５０に対し
て各転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に動かすように構成されたリニア油圧アクチ
ュエータ１７４としてもよい。しかしながら、例示的な実現は、この構成に限定されるも
のではなく、転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に動かすのに用いることができる当
業者にも明らかである任意のタイプのアクチュエータ１７４としてもよい。さらに、一部
の例示的な実現において、各側のアクチュエータ１７４を、他の側のアクチュエータ１７
４とは無関係に延伸するように構成してもよい。例えば、アクチュエータ１７４を一部だ
け延伸する又は全く延伸しないようにするとともに、左側のアクチュエータ１７４を、完
全に延伸するように構成してもよい。
【００２４】
　さらに、一部の例示的な実現において、各アクチュエータ１７４を、支持構造１５０に
対する各輪転フレームアセンブリ１５２の横位置を検出するために各アクチュエータ１７
４に関連した延伸量（ａｍｏｕｎｔ　ｏｆ　ｅｘｔｅｎｓｉｏｎ）を検出するように構成
された横位置センサ１７６に接続してもよい。アクチュエータ１７４に関連した横位置セ
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ンサ１７６のそれぞれから取得した情報に基づいて、電子制御システム１３５は、フィー
ドバックを提供するとともに係合器具１２０の性能パラメータを調整してもよい。例えば
、異なる負荷限界を、転輪フレームアセンブリ１５２及びそれに接続したアクチュエータ
１７４の横方向の延伸に基づいて課してもよい。追加的に、係合器具１２０の性能パラメ
ータを更に調整するために、電子制御システム１３５によって、アクチュエータ１７４に
関連した横位置センサ１７６のそれぞれからの情報を、回転機構１７０に関連した角度位
置センサ１７２からの情報と組み合わせてもよい。例えば、異なる負荷制限を、転輪フレ
ームアセンブリ１５２の横方向の延伸と支持構造１５０に対する機械本体１１０の回転位
置の両方に基づいて課してもよい。後に説明する図３Ａ～５Ｂは、センサ１７２から受信
した横方向の延伸情報及びセンサ１７６から受信した回転位置情報に基づく性能パラメー
タ調整の例示的な実現を示す。
【００２５】
　図３Ａ及び図３Ｂは、十分に後退した一方の側の転輪フレームアセンブリ１５２及び十
分に延伸した逆側の転輪フレームアセンブリ１５２に関連する異なる負荷性能パラメータ
に関連した動作領域の線形的な表現である。図３Ａ及び図３Ｂに示す転輪フレームアセン
ブリ１５２の形態をマックス／ミニ（ＭＡＸ／ＭＩＮ）形態と称する。図３Ａ及び図３Ｂ
において、支持構造１５０を十分に示すが、支持構造１５０の上部を見えるようにするた
めに機械本体１１０を除外した。異なる形態における支持構造１５０の機械本体１１０の
回転位置を示すために参照バー１１２を追加した。
【００２６】
　図３Ａ及び図３Ｂに示す形態において、（右に示す）アクチュエータ１７４の一方は、
十分に延伸し、（左に示す）他方のアクチュエータ１７４は、十分に後退している。さら
に、図３Ａにおいて、参照バー１１２は、機械本体１１０が転輪フレームアセンブリ１５
２に一般的に平行に位置することを示す。参照バー１１２の位置は、機械本体１１０が転
輪フレームアセンブリ１５２に完全に平行であることを示すことを意図せず、機械本体１
１０が無限軌道式機械１００の前方又は後方を超えて位置するように機械本体１１０が一
般角範囲に位置することを示すことを意図する。図３Ａの機械本体１１０の位置の形態を
、オーバーフロント／オーバーリア（Ｏｖｅｒ　Ｆｒｏｎｔ／Ｏｖｅｒ　Ｒｅａｒ）形態
と称する。
【００２７】
　図３Ｂにおいて、基準バー１１２は、機械本体１１０が転輪フレームアセンブリ１５２
に略垂直に位置することを示す。参照バー１１２の位置は、機械本体１１０が転輪フレー
ムアセンブリ１５２に完全に垂直であることを示すことを意図せず、機械本体１１０が無
限軌道式機械１００の転輪フレームアセンブリ１５２を超えて位置するように機械本体１
１０が一般角範囲に位置することを示すことを意図する。図３Ｂの機械本体１１０の位置
の形態を、オーバーマックス／オーバーミニ（Ｏｖｅｒ　Ｍａｘ／Ｏｖｅｒ　Ｍｉｎｉ）
形態と称する。
【００２８】
　上述したように、アクチュエータ１７４に関連した横位置センサ１７６は、転輪フレー
ムアセンブリ１５２の横位置を検出することができる。さらに、角度位置センサ１７２は
、（図３Ａ及び図３Ｂの参照バー１１２によって表された）機械本体１１０の角度位置を
決定するために回転機構１７０の角度位置を検出することができる。角度位置センサ１７
２及び横位置センサ１７６の測定に基づいて、電子制御システム１３５は、フィードバッ
クを提供するとともに一部の例示的な実現において任意に無限軌道装置の係合器具１２０
の動作を制限するために負荷性能パラメータを設定することができる。
【００２９】
　負荷性能パラメータの設定及び使用を、図７のコンピュータ環境７００のコンピュータ
装置７０５のようなコンピュータ装置によって形成される後に説明する図６の手順６００
のような自動化手順を用いることによって行うことができる。例えば、コンピュータ装置
は、（図１に示す）吊り上げブーム１４０の最大定格重量（ｍａｘｉｍｕｍ　ｗｅｉｇｈ
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ｔ　ｒａｔｉｎｇｓ）を吊り上げブーム１４０の長さ及び支持構造１５０の半径に関連付
ける負荷チャート（ｌｏａｄ　ｃｈａｒｔ）を自動的に選択するとともにオペレータのた
めに表示装置に表示してもよい。例示的な負荷チャートを表１に示す。
【００３０】
【表１】
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【００３１】
　代替的に、（図１に示す）吊り上げブーム１４０によって現在支持されている重量の出
力（ｒｅａｄｏｕｔ）及び選択した最大重量制限に近接している若しくは最大重量制限を
超えているか否か又は他の安全でない動作が開始されたか否かの出力（例えば、警告）を
表示してもよい。追加的に又は代替的に、重量制限に近接している若しくは最大重量制限
を超えているとき又は他の安全でない動作が開始されたときに警告アラームを鳴らしても
よい又は警告灯を点滅させてもよい。追加的に、一部の例示的な実現において、機械本体
１１０（参照バー１１２）が支持構造１５０に対して回転する際に、機械本体１１０が（
図３Ａに示す形態と図３Ｂに示す形態の間の形態のような）他の形態をとる場合に負荷性
能パラメータを更新してもよい。更新された負荷性能パラメータは、許容値を超えたとい
う警告を電子制御システム１３５によって出力させることができる。さらに、一部の例示
的な実現において、転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸又は後退して（後に説
明する図４Ａ～５Ｂに示す形態のような）新たな形態にするためにアクチュエータ１７４
の一方又は両方を駆動した場合に負荷性能パラメータを更新してもよい。この場合も、更
新された負荷性能パラメータは、許容値を超えたという警告を電子制御システム１３５に
よって出力させることができる。
【００３２】
　追加的に、一部の例示的な実現において、電子制御システム１３５は、元の性能パラメ
ータ又は更新された性能パラメータに基づいて自動的に動作を実行してもよい。例えば、
電子制御システム１３５は、元の性能パラメータ又は更新された性能パラメータに基づい
て、機械本体の自動回転又はアクチュエータ１７４の一方若しくは両方の延伸を安全な位
置又は安定した位置で実行してもよい。さらに、一部の例示的な実現において、電子制御
システム１３５は、元の性能パラメータ又は更新された性能パラメータを超える動作がオ
ペレータによって実行されるのを防止してもよい。例えば、電子制御システム１３５は、
形態に関連する更新された負荷性能パラメータを超えた場合に、（参照バー１１２によっ
て表された）機械本体１１０を異なる形態にすることをオペレータに許容しないようにし
てもよい又は転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸する若しくは後退するために
アクチュエータ１７４の一方又は両方を起動させるのを許容しないようにしてもよい。無
限軌道式機械の制御を維持するために電子制御システム１３５の自動応答をオーバーライ
ドするオプションをオペレータに提供してもよい。
【００３３】
　図４Ａ及び図４Ｂは、部分的に延伸した一方の側の転輪フレームアセンブリ１５２及び
十分に延伸した逆側の転輪フレームアセンブリ１５２に関連する異なる負荷性能パラメー
タに関連した動作領域の線形的な表現である。図４Ａ及び図４Ｂに示す転輪フレームアセ
ンブリ１５２の形態を、マックス／ミッド（ＭＡＸ／ＭＩＤ）形態と称する。図４Ａ及び
図４Ｂにおいて、支持構造１５０を十分に示すが、支持構造１５０の上部を見えるように
するために機械本体１１０を除外した。異なる形態における支持構造１５０の機械本体１
１０の回転位置を示すために参照バー１１２を追加した。
【００３４】
　図４Ａ及び図４Ｂに示す形態において、（左に示す）アクチュエータ１７４の一方を十
分に延伸し、（右に示す）他のアクチュエータ１７４を部分的に延伸した。具体的には、
他のアクチュエータ１７４（右側）を、全延伸の５０％だけ延伸したものとして示した。
しかしながら、他の部分的な延伸形態（例えば、２５％の延伸、３３％の延伸、６６％の
延伸、７５％の延伸等）も当業者には明らかである。
【００３５】
　さらに、図４Ａにおいて、参照バー１１２は、機械本体１１０が転輪フレームアセンブ
リ１５２に一般的に平行に位置していることを示す。参照バー１１２の位置は、機械本体
１１０が転輪フレームアセンブリ１５２に完全に平行であることを示すことを意図せず、
機械本体１１０が無限軌道式機械１００の前方又は後方を超えて位置するように機械本体
１１０が一般角範囲に位置することを示すことを意図する。図４Ａの機械本体１１０の位
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【００３６】
　図４Ｂにおいて、基準バー１１２は、機械本体１１０が転輪フレームアセンブリ１５２
に略垂直に位置することを示す。参照バー１１２の位置は、機械本体１１０が転輪フレー
ムアセンブリ１５２に完全に垂直であることを示すことを意図せず、機械本体１１０が無
限軌道式機械１００の転輪フレームアセンブリ１５２を超えて位置するように機械本体１
１０が一般角範囲に位置することを示すことを意図する。図４Ｂの機械本体１１０の位置
の形態を、オーバーマックス／オーバーミッド（Ｏｖｅｒ　Ｍａｘ／Ｏｖｅｒ　Ｍｉｄ）
形態と称する。
【００３７】
　この場合も、アクチュエータ１７４に関連した横位置センサ１７６は、転輪フレームア
センブリ１５２の横位置を検出することができる。さらに、角度位置センサ１７２は、（
図４Ａ及び図４Ｂの参照バー１１２によって表された）機械本体１１０の角度位置を決定
するために回転機構１７０の角度位置を検出することができる。角度位置センサ１７２及
び横位置センサ１７６の測定に基づいて、電子制御システム１３５は、フィードバックを
提供するとともに一部の例示的な実現において任意に無限軌道装置の係合器具１２０の動
作を制限するために負荷性能パラメータを設定することができる。
【００３８】
　負荷性能パラメータの設定及び使用を、図７のコンピュータ環境７００のコンピュータ
装置７０５のようなコンピュータ装置によって形成される後に説明する図６の手順６００
のような自動化手順を用いることによって行うことができる。例えば、コンピュータ装置
は、（図１に示す）吊り上げブーム１４０の最大定格重量を吊り上げブーム１４０の長さ
及び支持構造１５０の半径に関連付ける負荷チャートを自動的に選択するとともにオペレ
ータのために表示装置に表示してもよい。例示的な負荷チャートを表２に示す。
【００３９】
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【表２】

【００４０】
　代替的に、（図１に示す）吊り上げブーム１４０によって現在支持されている重量の出
力及び選択した最大重量制限に近接している若しくは最大重量制限を超えているか否か又
は他の安全でない動作が開始されたか否かの出力（例えば、警告）を表示してもよい。追
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加的に又は代替的に、重量制限に近接している若しくは最大重量制限を超えているとき又
は他の安全でない動作が開始されたときに警告アラームを鳴らしてもよい又は警告灯を点
滅させてもよい。追加的に、一部の例示的な実現において、機械本体１１０（参照バー１
１２）が支持構造１５０に対して回転する際に、機械本体１１０が（図４Ａに示す形態と
図４Ｂに示す形態の間の形態のような）他の形態をとる場合に負荷性能パラメータを更新
してもよい。更新された負荷性能パラメータは、許容値を超えたという警告を電子制御シ
ステム１３５によって出力させることができる。さらに、一部の例示的な実現において、
転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸又は後退して（上述した図３Ａ～３Ｂに示
す形態及び後に説明する図５Ａ～５Ｂに示す形態のような）新たな形態にするためにアク
チュエータ１７４の一方又は両方を駆動した場合に負荷性能パラメータを更新してもよい
。この場合も、更新された負荷性能パラメータは、許容値を超えたという警告を電子制御
システム１３５によって出力させることができる。
【００４１】
　追加的に、一部の例示的な実現において、電子制御システム１３５は、元の性能パラメ
ータ又は更新された性能パラメータに基づいて自動的に動作を実行してもよい。例えば、
電子制御システム１３５は、元の性能パラメータ又は更新された性能パラメータに基づい
て、機械本体の自動回転又はアクチュエータ１７４の一方若しくは両方の延伸を安全な位
置又は安定した位置で実行してもよい。さらに、一部の例示的な実現において、電子制御
システム１３５は、元の性能パラメータ又は更新された性能パラメータを超える動作がオ
ペレータによって実行されるのを防止してもよい。例えば、電子制御システム１３５は、
携帯に関連する更新された負荷性能パラメータを超えた場合に、（参照バー１１２によっ
て表された）機械本体１１０を異なる形態にすることをオペレータに許容しないようにし
てもよい又は転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸する若しくは後退するために
アクチュエータ１７４の一方又は両方を起動させるのを許容しないようにしてもよい。無
限軌道式機械の制御を維持するために電子制御システム１３５の自動応答をオーバーライ
ドするオプションをオペレータに提供してもよい。
【００４２】
　図５Ａ及び図５Ｂは、部分的に延伸した一方の側の転輪フレームアセンブリ１５２及び
十分に延伸した逆側の転輪フレームアセンブリ１５２に関連する異なる負荷性能パラメー
タに関連した動作領域の線形的な表現である。図５Ａ及び図５Ｂに示す転輪フレームアセ
ンブリ１５２の形態を、ミニ／ミッド（ＭＩＮ／ＭＩＤ）形態と称する。図５Ａ及び図５
Ｂにおいて、支持構造１５０を十分に示すが、支持構造１５０の上部を見えるようにする
ために機械本体１１０を除外した。異なる形態における支持構造１５０の機械本体１１０
の回転位置を示すために参照バー１１２を追加した。
【００４３】
　図５Ａ及び図５Ｂに示す形態において、（左に示す）アクチュエータ１７４の一方を十
分に後退し、（右に示す）他のアクチュエータ１７４を部分的に延伸した。具体的には、
他のアクチュエータ１７４（右側）を、全延伸の５０％だけ延伸したものとして示した。
しかしながら、他の部分的な延伸形態（例えば、２５％の延伸、３３％の延伸、６６％の
延伸、７５％の延伸等）も当業者には明らかである。
【００４４】
　さらに、図５Ａにおいて、参照バー１１２は、機械本体１１０が転輪フレームアセンブ
リ１５２に一般的に平行に位置していることを示す。参照バー１１２の位置は、機械本体
１１０が転輪フレームアセンブリ１５２に完全に平行であることを示すことを意図せず、
機械本体１１０が無限軌道式機械１００の前方又は後方を超えて位置するように機械本体
１１０が一般角範囲に位置することを示すことを意図する。図５Ａの機械本体１１０の位
置の形態を、オーバーフロント／オーバーリア形態と称する。
【００４５】
　図５Ｂにおいて、基準バー１１２は、機械本体１１０が転輪フレームアセンブリ１５２
に略垂直に位置することを示す。参照バー１１２の位置は、機械本体１１０が転輪フレー
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限軌道式機械１００の転輪フレームアセンブリ１５２を超えて位置するように機械本体１
１０が一般角範囲に位置することを示すことを意図する。図５Ｂの機械本体１１０の位置
の形態を、オーバーミニ／オーバーミッド（Ｏｖｅｒ　Ｍｉｎ／Ｏｖｅｒ　Ｍｉｄ）形態
と称する。
【００４６】
　この場合も、アクチュエータ１７４に関連した横位置センサ１７６は、転輪フレームア
センブリ１５２の横位置を検出することができる。さらに、角度位置センサ１７２は、（
図５Ａ及び図５Ｂの参照バー１１２によって表された）機械本体１１０の角度位置を決定
するために回転機構１７０の角度位置を検出することができる。角度位置センサ１７２及
び横位置センサ１７６の測定に基づいて、電子制御システム１３５は、フィードバックを
提供するとともに一部の例示的な実現において任意に無限軌道装置の係合器具１２０の動
作を制限するために負荷性能パラメータを設定することができる。
【００４７】
　負荷性能パラメータの設定及び使用を、図７のコンピュータ環境７００のコンピュータ
装置７０５のようなコンピュータ装置によって形成される後に説明する図６の手順６００
のような自動化手順を用いることによって行うことができる。例えば、コンピュータ装置
は、（図１に示す）吊り上げブーム１４０の最大定格重量を吊り上げブーム１４０の長さ
及び支持構造１５０の半径に関連付ける負荷チャートを自動的に選択するとともにオペレ
ータのために表示装置に表示してもよい。例示的な負荷チャートを表３に示す。
【００４８】
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【表３】

【００４９】
　代替的に、（図１に示す）吊り上げブーム１４０によって現在支持されている重量の出
力及び選択した最大重量制限に近接している若しくは最大重量制限を超えているか否か又
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は他の安全でない動作が開始されたか否かの出力（例えば、警告）を表示してもよい。追
加的に又は代替的に、重量制限に近接している若しくは最大重量制限を超えているとき又
は他の安全でない動作が開始されたときに警告アラームを鳴らしてもよい又は警告灯を点
滅させてもよい。追加的に、一部の例示的な実現において、機械本体１１０（参照バー１
１２）が支持構造１５０に対して回転する際に、機械本体１１０が（図５Ａに示す形態と
図５Ｂに示す形態の間の形態のような）他の形態をとる場合に負荷性能パラメータを更新
してもよい。更新された負荷性能パラメータは、許容値を超えたという警告を電子制御シ
ステム１３５によって出力させることができる。さらに、一部の例示的な実現において、
転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸又は後退して（上述した図３Ａ～４Ｂに示
す形態のような）新たな形態にするためにアクチュエータ１７４の一方又は両方を駆動し
た場合に負荷性能パラメータを更新してもよい。この場合も、更新された負荷性能パラメ
ータは、許容値を超えたという警告を電子制御システム１３５によって出力させることが
できる。
【００５０】
　追加的に、一部の例示的な実現において、電子制御システム１３５は、元の性能パラメ
ータ又は更新された性能パラメータに基づいて自動的に動作を実行してもよい。例えば、
電子制御システム１３５は、元の性能パラメータ又は更新された性能パラメータに基づい
て、機械本体の自動回転又はアクチュエータ１７４の一方若しくは両方の延伸を安全な位
置又は安定した位置で実行してもよい。さらに、一部の例示的な実現において、電子制御
システム１３５は、元の性能パラメータ又は更新された性能パラメータを超える動作がオ
ペレータによって実行されるのを防止してもよい。例えば、電子制御システム１３５は、
携帯に関連する更新された負荷性能パラメータを超えた場合に、（参照バー１１２によっ
て表された）機械本体１１０を異なる形態にすることをオペレータに許容しないようにし
てもよい又は転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸する若しくは後退するために
アクチュエータ１７４の一方又は両方を起動させるのを許容しないようにしてもよい。無
限軌道式機械の制御を維持するために電子制御システム１３５の自動応答をオーバーライ
ドするオプションをオペレータに提供してもよい。
【００５１】
　図６は、無限軌道式機械の手順６００のフローチャートを示す。手順６００は、上述し
た図１～５Ｂに示した無限軌道式機械１００の電子制御システム１３５のような一対の軌
道アセンブリを有する無限軌道式機械の電子制御システムによって実行される。一部の例
示的な実現において、電子制御システム１３５は、後に説明する図７のコンピュータ装置
７０５のようなコンピュータ装置を含んでもよい。
【００５２】
　６０５において、電子制御システムは、無限軌道式機械の第１の側にある軌道アセンブ
リの一方の位置を検出する。一部の例示的な実現において、軌道アセンブリの位置を、軌
道アセンブリを無限軌道式機械に対して横方向に動かすように構成されたアクチュエータ
に接続したセンサを用いることによって検出してもよい。しかしながら、当業者に明らか
であるような他の形態を用いて無限軌道式機械の第１の側の軌道アセンブリの位置を検出
してもよい。
【００５３】
　一部の例示的な実現において、軌道アセンブリの位置を、三つの固定された位置（例え
ば、「十分な後退」、「十分な延伸」及び「半分延伸－半分後退」）の一つとして検出し
てもよい。他の例示的な実現において、軌道アセンブリの位置を、十分な延伸と十分な後
退の間の位置の連続スペクトルに沿って位置するものとして検出してもよい。
【００５４】
　６１０において、電子制御システムは、無限軌道式機械の第１の側の反対にある第２の
側の他の軌道アセンブリの位置を検出する。この場合も、一部の例示的な実現において、
軌道アセンブリの位置を、軌道アセンブリを無限軌道式機械に対して横方向に動かすよう
に構成されたアクチュエータに接続したセンサを用いることによって検出してもよい。し
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かしながら、当業者に明らかであるような他の形態を用いて無限軌道式機械の第２の側の
軌道アセンブリの位置を検出してもよい。
【００５５】
　一部の例示的な実現において、軌道アセンブリの位置を、三つの固定された位置（例え
ば、「十分な後退」、「十分な延伸」及び「半分延伸－半分後退」）の一つとして検出し
てもよい。他の例示的な実現において、軌道アセンブリの位置を、十分な延伸と十分な後
退の間の位置の連続スペクトルに沿って位置するものとして検出してもよい。
【００５６】
　６１５において、無限軌道式機械の機械本体と軌道アセンブリを支持する支持構造との
間の相対角度位置を検出する。相対角度位置を、機械本体を支持構造に接合する回転機構
に接続された角度センサによって検出してもよい。しかしながら、当業者に明らかである
ような他の形態を用いて軌道アセンブリに対する機械本体の位置を検出してもよい。
【００５７】
　一部の例示的な実現において、機械本体の相対位置を、３６０°スペクトルの周りの任
意の位置として検出してもよい。他の例示的な実現において、機械本体の相対位置を、複
数の固定位置（例えば、「前方超え（Ｏｖｅｒ　Ｆｒｏｎｔ）」、「後方超え（Ｏｖｅｒ
　Ｒｅａｒ）」、「右軌道超え（Ｏｖｅｒ　Ｒｉｇｈｔ　Ｔｒａｃｋ）」、「左軌道超え
（Ｏｖｅｒ　Ｌｅｆｔ　Ｔｒａｃｋ）」）の一つとして検出してもよい。
【００５８】
　ステップ６０５～６１５で軌道アセンブリの位置及び機械本体の相対回転位置を検出し
た後に、負荷性能パラメータを、検出した軌道アセンブリの位置及び機械本体の位置に基
づいて６２０で設定する。一部の例示的な実現において、負荷性能パラメータの設定は、
検出した軌道アセンブリの位置及び機械本体の位置に基づく複数の格納された負荷性能テ
ーブルからの予め規定された負荷性能テーブルの自動的な選択を含んでもよい。他の例示
的な実現において、負荷性能パラメータの設定は、無限軌道式機械の大きさ、吊り上げブ
ームの吊り上げ定格及び吊り上げブームが安全に吊り上げることができる重量を制御する
当業者に明らかである他の要因に基づく既知の負荷耐性式（ｌｏａｄ　ｔｏｌｅｒａｎｃ
ｅ　ｅｑｕａｔｉｏｎｓ）を用いた負荷性能パラメータの計算を含んでもよい。一部の例
示的な実現において、負荷性能パラメータの計算を、一回だけ格納される静的なデータ、
規則的な時間間隔で計算される反復データ（ｒｅｃｕｒｒｅｎｔ　ｄａｔａ）又は一つ以
上のセンサから継続的に受信する動的なデータストリームを用いて実行してもよい。
【００５９】
　負荷性能パラメータを設定した後、電子制御システムは、無限軌道式機械のオペレータ
にフィードバックを提供する。一部の例示的な実現において、フィードバックは、（図１
に示す）吊り上げブーム１４０の最大重量定格を吊り上げブーム１４０の長さ及び支持構
造１５０からの半径に関連付ける選択された負荷チャートを表示することを含んでもよい
。例示的な負荷チャートを、上述した表１～３として示す。
【００６０】
　他の例示的な実現において、フィードバックは、（図１に示す）吊り上げブーム１４０
によって現在支持されている重量の警告出力及び選択した最大重量制限に近接している若
しくは最大重量制限を超えているか否か又は他の安全でない動作が開始されたか否かの警
告出力の表示の生成を含んでもよい。一部の例示的な実現において、６２５でフィードバ
ックをオペレータに提供した後に、手順６００は終了する。
【００６１】
　任意に、他の例示的な実現において、電子制御システムは、設定された負荷性能パラメ
ータを超える動作が遠隔の又は運転室のオペレータによって実行されるのを６３０で防止
してもよい。例えば、電子制御システム１３５は、新たな形態に関連する負荷性能パラメ
ータを超えた場合に、（参照バー１１２によって表された）機械本体１１０を回転させて
異なる形態にするのをオペレータに許可しないようにしてもよい又は転輪フレームアセン
ブリ１５２を横方向に延伸する若しくは後退するためにアクチュエータ１７４の一方若し
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くは両方を駆動するのを許可しないようにしてもよい。
【００６２】
　一部の例示的な実現において、電子制御システムは、負荷性能パラメータが設定されて
から機械本体の回転位置が変化したか否かを任意に６３５で決定してもよい。一部の例示
的な実現において、機械本体の相対角度位置の変化を、機械本体を支持構造に接合する回
転機構に接続された角度センサによって検出してもよい。しかしながら、当業者に明らか
である他の形態を用いて軌道アセンブリに対する機械本体の回転位置が変化したか否を決
定してもよい。
【００６３】
　電子制御システムが、機械本体の回転位置が変化したと判定する場合（６３５のＹｅｓ
）、手順６００は６１５に戻り、更新された負荷性能パラメータを決定するとともに更新
されたフィードバックをオペレータに提供するためにステップ６１５～６２５を繰り返す
。例えば、更新された負荷性能パラメータによって、許容値を超えたという警報を電子制
御システムから出力してもよい。追加的に、一部の例示的な実現において、電子制御シス
テムは、更新された負荷性能パラメータを超える動作がオペレータによって実行されるの
を６３０で任意に防止してもよい。例えば、電子制御システム１３５は、新たな形態に関
連する負荷性能パラメータを超えた場合に、（参照バー１１２によって表された）機械本
体１１０を回転させて異なる形態にするのをオペレータに許可しないようにしてもよい又
は転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸する若しくは後退するためにアクチュエ
ータ１７４の一方若しくは両方を駆動するのを許可しないようにしてもよい。
【００６４】
　しかしながら、電子制御システムが、機械本体の回転位置が変化していないと判定する
場合（６３５のＮｏ）、手順６００は６４０に進む。一部の例示的な実現において、電子
制御システムは、負荷性能パラメータが設定されてから軌道アセンブリにいずれかの横位
置が変化したか否かを６４０で任意に決定してもよい。一部の例示的な実現において、軌
道アセンブリのいずれかの横位置の変化を、軌道アセンブリを支持構造に接合するアクチ
ュエータに接続されたセンサによって検出してもよい。しかしながら、当業者に明らかで
ある他の形態を用いていずれかの軌道アセンブリの横位置が変化したか否を判定してもよ
い。
【００６５】
　電子制御システムが、いずれかの軌道アセンブリの横位置が変化したと判定する場合（
６４０のＹｅｓ）、手順６００は６１５に戻り、更新された負荷性能パラメータを決定す
るとともに更新されたフィードバックをオペレータに提供するためにステップ６１５～６
２５を繰り返す。例えば、更新された負荷性能パラメータによって、許容値を超えたとい
う警報を電子制御システムから出力してもよい。追加的に、一部の例示的な実現において
、電子制御システムは、更新された負荷性能パラメータを超える動作がオペレータによっ
て実行されるのを６３０で任意に防止してもよい。例えば、電子制御システム１３５は、
新たな形態に関連する負荷性能パラメータを超えた場合に、（参照バー１１２によって表
された）機械本体１１０を回転させて異なる形態にするのをオペレータに許可しないよう
にしてもよい又は転輪フレームアセンブリ１５２を横方向に延伸する若しくは後退するた
めにアクチュエータ１７４の一方若しくは両方を駆動するのを許可しないようにしてもよ
い。
【００６６】
　しかしながら、電子制御システムが、機械本体の横位置が変化していないと判定する場
合（６４０のＮｏ）、手順６００は終了する。
【００６７】
　図７は、図１の無限軌道式機械１００の電子制御システム１３５のような無限軌道式機
械の電子制御システムの例示的なコンピュータ環境７００を示す。一部の例示的な実現に
おいて、電子制御システムを、無限軌道式機械に位置するオペレータによる制御を可能に
するローカル制御システムとしてもよい。他の例示的な実現において、電子制御システム
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を、無限軌道式機械に位置しない遠隔のオペレータによる制御を可能にするリモート制御
システムとしてもよい。他の例示的な実現において、遠隔のオペレータは、無限軌道式機
械と同一の通常領域（ｇｅｎｅｒａｌ　ａｒｅａ）にいてもよい。他の例示的な実現にお
いて、遠隔のオペレータは、無限軌道式機械から遠く離れたところにいてもよい。電子制
御システムは、無線周波数通信、移動体通信、有線通信又は当業者に明らかな他のタイプ
のリモート制御による無限軌道式機械の制御を可能にしてもよい。
【００６８】
　コンピュータ環境７００のコンピュータ装置７０５は、一つ以上の処理装置、コア若し
くはプロセッサ７１０、メモリ７１５（例えば、ＲＡＭ，ＲＯＭ等）、内部記憶装置７２
５（例えば、磁気記憶装置、光記憶装置、個体記憶装置及び／又は有機メモリ）及び／又
はＩ／Ｏインタフェース７２５を含むことができ、そのうちのいずれかを、情報通信のた
めに通信機構若しくはバス７３０に結合することができる又はコンピュータ装置７０５に
組み込むことができる。
【００６９】
　コンピュータ装置７０５を、入力／ユーザインタフェース７３５及び出力装置／インタ
フェース７４０に通信可能に結合することができる。入力／ユーザインタフェース７３５
と出力装置／インタフェース７４０のいずれか一方又は両方を有線又は無線インタフェー
スにすることができるとともに取り外し可能にすることができる。入力／ユーザインタフ
ェース７３５は、入力を提供するために用いることができる任意の物理的又は仮想的な装
置、素子、センサ又はインタフェース（例えば、ボタン、タッチスクリーンインタフェー
ス、キーボード、ポインティング／カーソル制御装置、マイクロフォン、カメラ、点字入
力装置、動きセンサ、光学式読み取り装置等）を含んでもよい。出力装置／インタフェー
ス７４０は、ディスプレイ、テレビジョン、モニタ、プリンタ、スピーカ、点字出力装置
等を含んでもよい。一部の例示的な実現において、入力／ユーザインタフェース７３５及
び出力装置／インタフェース７４０を、コンピュータ装置７０５に組み込むことができる
又はコンピュータ装置７０５に物理的に結合することができる。他の例示的な実現におい
て、他のコンピュータ装置がコンピュータ装置７０５の入力／ユーザインタフェース７３
５及び出力装置／インタフェース７４０としての役割を果たしてもよい又は入力／ユーザ
インタフェース７３５及び出力装置／インタフェース７４０の機能を提供してもよい。
【００７０】
　コンピュータ装置７０５の例は、高移動性の装置（例えば、スマートフォン、車載装置
、人間及び動物によって携帯される装置等）、モバイル機器（例えば、タブレット、ノー
トパソコン、ラップトップコンピュータ、パーソナルコンピュータ、ポータブルテレビジ
ョン、ラジオ等）及び移動用に設計されていない装置（例えば、デスクトップコンピュー
タ、サーバ装置、他のコンピュータ、インフォメーションセンタ、組み込まれた及び／又
は結合された一つ以上のプロセッサを有するテレビジョン、ラジオ等）を含んでもよいが
、それに限定されない。
【００７１】
　コンピュータ装置７０５を、（例えば、Ｉ／Ｏインタフェース７２５を介して）外部記
憶装置７４５と、同一又は異なる形態の一つ以上のコンピュータ装置を含む任意の数のネ
ットワーク化された素子、装置及びシステムと通信を行うためのネットワーク７５０とに
通信可能に結合することができる。コンピュータ装置７０５又は任意の接続されたコンピ
ュータ装置は、サーバ、クライアント、シンサーバ、一般機器、専用機器又は他のラベル
（ｌａｂｅｌ）としての役割を果たすことができる、サーバ、クライアント、シンサーバ
、一般機器、専用機器又は他のラベルのサービスを提供することができる又はサーバ、ク
ライアント、シンサーバ、一般機器、専用機器又は他のラベルと称することができる。
【００７２】
　Ｉ／Ｏインタフェース７２５は、コンピュータ環境７００の少なくとも全ての接続され
た素子、装置及びネットワークとの情報の受け渡しのために任意の通信、Ｉ／Ｏプロトコ
ル又は規格（例えば、イーサネット（登録商標）、８０２．１１ｘ、ユニバーサルシステ
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ムバス（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｂｕｓ）、ＷｉＭＡＸ（登録商標）、モデ
ム、セルラーネットワークプロトコル等）を用いる有線及び／又は無線インタフェースを
有することができるが、それに限定されない。ネットワーク７５０を、ネットワーク（例
えば、インターネット、ローカルエリアネットワーク、広域ネットワーク、電話網、セル
ラーネットワーク、衛星ネットワーク等）又はネットワークの組合せとすることができる
。
【００７３】
　コンピュータ装置７０５は、一時的媒体及び非一時的媒体を含むコンピュータが使用で
きる媒体又はコンピュータ可読媒体を使用することができる及び／又はそれを用いて通信
を行うことができる。一時的媒体は、伝送媒体（例えば、金属ケーブル、光ファイバ）、
信号、搬送波等を含む。非一時的媒体は、磁気媒体（例えば、ディスク及びテープ）、光
媒体（例えば、ＣＤ　ＲＯＭ、デジタルビデオディスク、ブルーレイディスク）、固体媒
体（例えば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、フラッシュメモリ、固体記憶装置及び他の不揮発性記憶装
置又はメモリを含む。
【００７４】
　コンピュータ装置７０５を、一部の例示的なコンピュータ環境において、手法（ｔｅｃ
ｈｎｉｑｕｅ）、メソッド（ｍｅｔｈｏｄ）、アプリケーション、手順又はコンピュータ
実行可能な命令を実現するのに用いることができる。コンピュータ実行可能な命令を、一
時的媒体から検索するとともに格納することができ、非一時的媒体から検索することがで
きる。実行可能な命令は、任意のプログラミング、スクリプト記述及び機械語（例えば、
Ｃ、Ｃ＋＋、Ｃ＃、Ｊａｖａ（登録商標）、Ｖｉｓｕａｌ　Ｂａｓｉｃ（登録商標）、Ｐ
ｙｔｈｏｎ（登録商標）、ＪａｖａＳｃｒｉｐｔ（登録商標）等）の一つ以上から生じる
ことができる。
【００７５】
　（一つ以上の）プロセッサ７１０は、自然環境又は仮想環境において任意のオペレーテ
ィングシステム（ＯＳ）（図示せず）の下で実行することができる。論理部７５５、アプ
リケーションプログラミングインタフェース（ＡＰＩ）部７６０、入力部７６５、軌道位
置検出部７７５、機械本体位置検出部７８０、負荷性能決定部７８５、フィードバック提
供部７９０並びに異なる部、ＯＳ及び他のアプリケーション（図示せず）と通信するため
の部間通信機構７９５を含む一つ以上のアプリケーションを配置することができる。例え
ば、軌道位置検出部７７５、機械本体位置検出部７８０、負荷性能決定部７８５及びフィ
ードバック提供部７９０は、図６に示す一つ以上の手順を実現することができる。上述し
た部及び素子は、設計、機能、形態又は実現を変更することができ、提供した記載に限定
されない。
【００７６】
　一部の例示的な実現において、情報又は実行命令をＡＰＩ部７６０から受信したとき、
ＡＰＩ部７６０は、他の一つ以上の部（例えば、論理部７５５、入力部７６５、軌道位置
検出部７７５、機械本体位置検出部７８０、負荷性能決定部７８５、フィードバック提供
部７９０）と通信を行ってもよい。例えば、軌道位置検出部７７５は、入力部７６５を介
して軌道アセンブリ位置センサから情報を受け取ってもよい。同様に、機械本体位置検出
部７８０は、入力部７６５を介して角度位置センサから情報を受け取ってもよい。さらに
、軌道位置検出部７７５と機械本体位置検出部７８０の両方は、負荷性能パラメータを決
定するために情報を負荷性能決定部７８５に提供してもよい。決定した負荷性能パラメー
タに基づいて、フィードバック提供部７９０は、出力部７７０を介して無限軌道式機械の
オペレータにフィードバックを提供してもよい。
【００７７】
　一部の実例において、論理部７５５を、部間の制御フローを制御するとともに上述した
例示的な実現におけるＡＰＩ部７６０、入力部７６５、軌道位置検出部７７５、機械本体
位置検出部７８０、負荷性能決定部７８５及びフィードバック提供部７９０によって提供
されるサービスを案内する（ｄｉｒｅｃｔ）ように構成してもよい。例えば、一つ以上の



(23) JP 2018-127361 A 2018.8.16

10

手順又は実現のフローを、論理部７５５のみによって又はＡＰＩ部７６０と協働して制御
してもよい。
【００７８】
　上述した詳細な説明は、ブロック図、図表及び例を通じて装置及び／又は手順の種々の
例示的な実現を示した。そのようなブロック図、図表及び例が一つ以上の手順及び／又は
動作を含む限りにおいて、そのようなブロック図、フローチャート又は例の中の各機能及
び／又は動作を、広範囲のハードウェアによって個別に及び／又は集合的に実現すること
ができる。
【００７９】
　所定の例示的な実現を説明したが、これらの例示的な実現は、ほんの一例として提供さ
れ、保護範囲を限定するものとして意図したものではない。実際には、ここで説明した新
規な装置を、種々の他の形態で実現することができる。さらに、ここで説明したシステム
の形態の種々の省略、置換及び変更を、保護の精神から逸脱することなく行うことができ
る。添付した特許請求の範囲及びその等価物は、保護の範囲及び精神に含まれるようなそ
のような形態又は変更をカバーすることを意図する。

【図１】 【図２】
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【図４Ａ】 【図４Ｂ】



(25) JP 2018-127361 A 2018.8.16

【図５Ａ】 【図５Ｂ】

【図６】 【図７】
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